第３編　地震対策計画
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第１章　総　　　則
　第１節　目的
　本町は平成５年（１９９１年）７月１２日に北海道南西沖地震による大きな被害を受け、その１０年前、昭和５８年５月２６日にも日本海中部地震による津波被害を受けており、近年においては、１０年～２０年間隔で津波による大きな被害が生じる地震が発生している。さらに古くは、１６３５年に檜山南部地域で、推定震度５の渡島半島沖の地震被害や１７４１年の渡島大島の火山活動と考えられる山体崩壊により大津波が発生、渡島・檜山地域において甚大な被害が発生したことが知られている。

　また平成７年１月１７日の兵庫県南部地震の際に問題となった活断層についても、本島

周囲にも存在することが知られている。北海道の日本海側は太平洋側に比べると通常の地震活動は低いとされているが、日本海で発生する津波の特徴として、断層が浅く高角であるため地震の規模に比べて津波が高く、断層が陸地に近いため津波到達までの時間が短いとされる地域である。

  本編は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第４２条の規定に基づき、本町における地震津波災害の防災対策に関し、必要な防災体制を確立するとともに、町並びに関係機関さらには町民自体を含めて、各々が防災に関してとるべき措置を具体的に定めることによって、地震防災活動の総合的かつ計画的な推進を図り、町民の生命、身体及び財産を地震災害から保護することを目的とする。

　地震、津波災害は、その北海道南西沖地震災害に見られるように単に地震動や津波によ

る各種工作物、建築物等の損壊にとどまらず、地震火災、がけ崩れ等の二次災害をも含ん

だ複合的、広域的災害であるという、他の災害にはない特殊性をもっており、さらに、こ

れらの被害によってもたらされる住機能障害、交通機関障害、公共サービス機能障害、生

活機能障害等が広域的かつ長期にわたって生活、経済など地域社会活動全般に対して大き

な影響を及ぼすとともに、地域の人々に対して肉親や知人・友人を亡くし、財産や住家を

奪われたことに対する精神的な傷あとも、完全に癒すには、長い時間を要することから、

これらを含めて地震、津波災害が発生した場合に的確、迅速に対処するため、奥尻町地域

防災計画の中で、特に第３編として独立して定めるものである。

第２章　地震災害予防計画
　

　この計画は、地震津波による災害の発生及び、拡大の防止を図ることを目的とする。

　第１節　地震、津波防災上必要な教育及び広報に関する計画
　地震、津波災害を予防し、また、その拡大を防止するため、防災関係職員に対して、地震、津波防災に関する教育、研修を行うとともに一般住民に対して地震、津波防災知識の広報、普及を図り、防災活動の的確かつ円滑な実施に努める。

１．町職員に対する教育

　　町は、職員に対して地震防災応急対策等の実施に必要な防災教育を行うものとする。

　（１）教育活動の実施方針

　　　　全職員を管理職、配備職員、一般職員に区分し、次の教育内容を基に、各職員に　　　　即した教育計画を作成し、研修会、講習会の開催、訓練の実施、防災資料の配付等　　　　による教育活動を実施する。

　（２）教育内容

　　　ア　地震に関する一般的な知識

　　　イ　地震、津波等に対する防災対策

　　　ウ　町職員に課せられた役割

　　　エ　大規模災害が発生した場合の初動対応

　　　オ　各課等の防災対策の分野及び処理方法

　　　カ　災害時における業務継続について

２．町民等に対する教育・広報

　　町は、防災関係機関と協力して住民等に対し、地震に対する必要な防災教育・広報を　実施するものとする。

　（１）防災教育・広報は、広報誌、パンフレット等により広く住民等に周知するととも　　　　に、自主防災組織及び事業所等を活用し、次の教育・広報内容を基に、実情に即し　　　　た教育・広報を実施するものとする。

　（２）教育・広報内容

　　　ア　地震、津波に関する知識

　　　イ　地震が発生した場合の出火防止、自動車運行の自粛等防災上執るべき行動に関

　　　　する知識

　　　ウ　正確な情報入手の方法

　　　エ　防災関係機関が講ずる地震防災対策等の内容

　　　オ　各地域における急傾斜地崩壊危険区域に関する知識

　　　カ　各地域における避難場所、避難所、避難路、避難方法に関する知識

　　　キ　平素住民が実施しうる生活必需品の備蓄、家具の固定、出火防止等の対策

　　　ク　自主防災組織に関する知識

３．児童、生徒等に対する教育

　　町教育委員会は、児童、生徒等に対する防災教育の指針を示し、その実施を指導する　ものとする。各学校は児童、生徒等に対して地震、津波の現象、災害の予防等の知識の　向上及び防災の実践活動の習得を積極的推進する。

　（１）防災教育の実施方針

　　　　防災教育は、教科、学級活動及び学校行事等、教育活動全体を通じ、次の教育内

　　　容を基に、各学年に即した教育を実施するものとする。

　（２）教育内容

　　　ア　地震に関する基礎的な知識

　　　　（ア）特別警報・警報・注意報の意識

　　　　（イ）地震はどうして起きるか

　　　　（ウ）マグニチュードと震度

　　　　（エ）前震、本震、余震等

　　　イ　地震のもたらす被害

　　　　（ア）震度と危険度

　　　　（イ）建造物の倒壊、落下物

　　　　（ウ）地震、火災、地すべり等

　　　ウ　基本的行動に関する指導

　　　　（ア）気象警報等発表時における行動指針

　　　　（イ）発生後における行動指針

　　　エ　地震に対する心構えに関する指導　　

　第２節　自主防災組織の育成に関する計画
　地震、津波災害時に地域住民、事業所等が迅速な行動がとれるよう、地域住民、事業所

等による自主防災組織の設置、育成を推進する。

１．地域住民による自主防災組織

　　町は、地域ごとの自主防災組織の設備及び育成に努め、地域住民が一致団結して、初　期消火活動の実施、避難行動要支援者の避難の誘導等の防災活動が効果的に行われるよ　う協力体制の確立を図る。

２．事業所等の防災組織

　　多数の者が利用し、又は従事する施設並びに危険物を取り扱う事業所において、自衛　防災組織が法令により義務付けられている一定の事業所については、制度の徹底を図る　とともに防災要員等の資質の向上に努める。また、法令により義務付けられていない事　業所についても、自主的な防災組織の設置育成を図り、積極的な防災体制の整備、強化　に努める。

　第３節　地震、津波防災訓練計画
　町は、大規模な地震、津波に対する防災体制の確立と災害応急対策、活動の円滑な実施

を図るため、防災関係機関及び自主防災組織と相互に協調し、防災に関する知識及び技能の向上並びに体制の強化とともに住民に対する知識の普及、啓発を図ることを目的とした防災訓練を実施する。

１．防災訓練の種類

　（１）北海道防災会議との協調訓練

　　　①　防災総合訓練

　　　　　災害時における応急対策活動の円滑な実施を図るため、災害救助、水防活動、　　　　　大規模火災等を想定した訓練を総合的立体的に実施する。

　　　②　災害通信連絡訓練

　　　　　地震、津波情報及び津波警報・注意報の伝達並びに災害情報の収集及び報告の　　　　　訓練を実施する。

　（２）町独自で行う訓練

　　　　町及び防災関係機関は、全道における防災総合訓練、災害通信訓練に積極的に参　　　　加するとともに、町内で独自に訓練を企画し、実施するものとする。

　　　①　情報通信訓練

　　　②　広報訓練

　　　③　職員参集、指揮統制訓練

　　　④　火災防御訓練

　　　⑤　緊急輸送訓練

　　　⑥　公共施設復旧訓練

　　　⑦　ガス漏洩事故処理訓練

　　　⑧　避難訓練

　　　⑨　避難行動要支援者避難訓練

　　　⑩　救出救護訓練

　　　⑪　警備交通規則訓練

　　　⑫　炊き出し、給水訓練

　　　⑬　防潮堤の水門、陸門等の締切操作訓練

　　　⑭　災害偵察訓練等

　（３）事後評価

　　　　町及び防災関係機関は防災訓練を実施した際には、事後早急に当日の訓練状況及　　　　びその成果について、参加者、関係者による反省点、要改善点の検討を行い、その　　　　対策に基づいた実践的な訓練を再実施するとともに、以後の防災活動にその成果を　　　　反映させるものとする。

　第４節　地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備計画
　大規模な地震、津波が発生した場合の被害の軽減を図るため、あらかじめ避難場所、避難所、避難路、防災設備施設、消防用施設、防災港湾施設、学校施設、病院施設及び社会福祉施設等各種防災関係施設を整備するため、町及び関係機関は、これらの防災施設について関連事業との整合を図り、整備を図るものとする。

地震対策緊急整備事業の推進

１．平成５年（１９９１年）の北海道南西沖地震の教訓をふまえ、整備すべき施設等につ　いて、年次計画を定めてその整備に努めるものとする。

２．地震防災上緊急に整備すべき施設等以外の一般施設の震災対策関連事業についても、　その整備推進に努めるものとする。

３．緊急輸送路の整備、強化

　　離島である奥尻町にとって、奥尻港は緊急時において、海上輸送が緊急物資や避難の

　際に欠かせない輸送手段となっているため、島のライフライン確保のため拠点港とし

　て、緊急時に対応した港湾施設の整備強化を推進するものとする。

　（１）港湾施設の整備

　　　①事業の目的

　　　　人員・緊急物資・災害復旧用資機材等の輸送の機能を確保するために、耐震強化

　　　岸壁を整備し、発災後は海路により救援活動を積極的に行う。

　　　②整備の水準

　　　　地方港湾奥尻港を防災拠点港とし、緊急輸送と関連させて耐震強化岸壁、背後用

　　　地の液状化防止対策及び背後の幹線道路とを結ぶ耐震性の高い臨港道路の整備が完　　　　了した。

　　　　更に将来的には、土石流等の土砂災害における避難場所として防災緑地の整備や　　　　緊急臨時ヘリポート等、防災拠点としての整備を促進させるものとする。

　（２）漁港施設の整備

　　　①事業の目的

　　　　離島のライフラインを重層的に確保するため、漁港において耐震強化岸壁を確保　　　　し、奥尻港の補完港的役割を担うものとする。

　　　②整備の水準

　　　　奥尻港の補完港として海路による救援活動を行うため、第３種漁港の青苗漁港に

　　　ついて耐震強化岸壁及び背後の幹線道路とを結ぶ耐震性の高い臨港道路の整備が完　　　　了したところであるが、震災時に応急的な施設建設に必要な用地の確保や防災に関　　　　する施設の整備を図るものとする。

　第５節　津波災害予防計画
　地震による津波災害の予防に関する計画は、以下のとおりである。

１．現況

　　奥尻町では、昭和５８年の日本海中部地震及び平成５年（１９９１年）７月１２日の　北海道南西沖地震においては、直後の地震動による被害よりも、津波及びそれに起因す　る火災による被害の方がはるかに大きかった。

　　津波は、震源が浅く、震源地の水深が深いほど、大きくなり、震源から近い地域では

　地震発生から数分とたたないうちに来襲する。また、震源から遠い地域でも、スピード

　が非常に速いため（たとえば、水深4,000ｍのところでは、新幹線のぞみ号の約3倍程度、ジェット機並の時速720ｋｍにも達する。）思わぬ速さで襲ってくるので注意する必要が　ある。「北海道南西沖地震」に際しても、予想を上回る津波が極めて短時間のうちに来　襲したため、甚大な被害をもたらした。地震後５分前後に来襲した津波により、島の南　端部の青苗、初松前、北端部の稲穂及び西海岸の藻内の各地区は、壊滅的打撃を受けた。　　津波は、その速さ、地震の規模の大きさにより、海岸の集落を直撃して破壊、多くの　尊い人命を奪った。

　　特に被害の大きかった青苗地区では、およそ14haが浸水し、団地市街地の76％にも及んだ。

　　津波の到達高は、震源が位置的に島の北北西から西の区域であったため、東海岸に比

　較して、西海岸で顕著に高かった。また、東海岸でも、初松前のように到達高が非常に

　高く、16ｍにも及んでいる例もあり、地形的な要因によっても、到達高が大きく影響を

　受けたものと思われる。気象庁のデータによる津波到達高は、稲穂地区8ｍ、勘太浜3ｍ、球浦地区4ｍ、赤石地区恩顧歌4ｍ、松江地区初松前16ｍ、青苗地区東部5ｍ、青苗地区西部10m、藻内地区21ｍ、ホヤ石付近15ｍ、神威脇6ｍとなっている。この災害により、各種の津波対策の重要性もさることながら、住民の独自の判断によるいち早い避難の重要性が再認識されたところである。そのためにも、住民一人一人が日頃から津波に対する正しい知識と十分な警戒意識を持つように備えておく必要がある。

２．津波災害に対する予防対策

　　津波の発生を予知し、防御することは極めて困難なことであるが、この予防対策とし

　て国及び道による事業による護岸及び防潮堤等の施設の整備が図られているが、町にお

　いては異常水象の発見に努め、これら異常水象を発見したとき、又は（大）津波警報の　伝達を受けたときは、速やかに沿岸住民に対し避難指示を発令する等、万全の措置を講　ずるものとする。

３．海岸保全事業の施行

　（１）海岸保全事業

　　　　高波、高潮、津波による災害予防施設として、次による防潮堤防、防潮護岸等の

　　　海岸保全施設事業を実施する。

　　　ア　国土交通省所管　　海岸保全施設整備事業

　　　イ　農林水産省所管　　漁港海岸保全施設整備事業

　　　ウ　国土交通省所管　　港湾海岸保全施設整備事業

　　　エ　農林水産省所管　　耕地保全事業

　（２）港湾及び漁港整備事業

　　　　高波、高潮、津波による災害予防施設として、次による防潮堤、防潮堤等外かく

　　　施設の整備事業を実施する。

　　　ア　国土交通省所管　　港湾整備事業

　　　イ　農林水産省所管　　漁港整備事業

　

４．津波予報、避難指示等の伝達体制の整備

　（１）津波予報伝達の迅速化、確実化

　　　　町及び関係機関は、所定の伝達経路及び伝達手段を点検整備し、札幌管区気象台　　　　からの津波警報伝達の迅速化を図るとともに、休日、夜間、休憩時等における津波　　　　警報等の伝達の確実化を図るため、要員の確保等の防災体制を強化する。

　（２）通報、通信手段の確保

　　　　町は住民等に対する津波警報等の伝達手段として、奥尻町防災行政無線の整備を　　　　推進するとともに、海浜地への津波警報等の伝達の範囲拡大を図るため、サイレン、　　　　半鐘等多様な手段を確保する。

　（３）伝達協力体制の確保

　　　　町長は、海岸部の多数の人手が予想される施設管理者（漁業協同組合、海水浴場　　　　の管理者等）、事業者（工事施行者等）及び自主防災組織とあらかじめ津波警報等　　　　の伝達に関し協議を行い、協力体制を確保する。

　（４）津波警報等伝達訓練の実施

　　　　津波警報時を迅速かつ確実に伝達するため、町及び防災関係機関は北海道防災会　　　　議が行う災害情報伝達訓練に積極的に参加するほか、独自に訓練を企画し実施する　　　　ものとする。

５．津波警報の周知徹底

　　町並びに防災関係機関は、広報誌（紙）等を活用して津波警報に関する次のような事

　項についての周知徹底を図る。

　（１）一般住民に対し、周知を図る事項

　　　ア　強い地震（震度４程度以上）を感じたとき、又は弱い地震であっても長い時間

　　　　ゆっくりとした揺れを感じたときは、直ちに海浜から離れ、急いで高台に避難。

　　　イ　地震を感じなくても、津波注意報が発表されたときは、直ちに海浜から離れ、　　　　　急いで安全な場所に避難。

　　　ウ　正しい情報を防災無線、ラジオ、テレビ、広報車などを通じて入手。

　　　エ　津波注意報でも、海水浴や磯釣りは危険なので行わない。

　　　オ　津波は繰り返し襲ってくるので、警報、注意報解除になるまでは、高台から離　　　　　れない。

　（２）船舶関係者に対し、周知を図る事項

　　　ア　港湾・漁港にいる場合、強い地震（震度４以上程度以上）を感じたとき、又は　　　　　弱い地震であっても長い時間ゆっくりとした揺れを感じたとき、地震を感じない　　　　　場合で（大）津波警報が発表した場合は、直ちに陸上の高台に避難する。

　　　イ　船舶にいる場合、港外に避難した場合の方が陸上の高台に避難するよりも早い　　　　　場合は、港外の海域に避難する。

　　　ウ　正しい情報をラジオ、テレビ、無線などを通じて入手する。

　　　エ　港外へ退避できない小型船は、高い所へ引き上げて（注２）固縛するなど最大　　　　　の措置をとる。

　　　　　ただし、間に合わない可能性が高い場合は、途中でも作業を止め、ただちに高　　　　　台に避難する。

　　　オ　津波は繰り返し襲ってくるので、警報、注意報が解除されるまで気を緩めず、　　　　　船舶の確認のために漁港には行かない。

　　　　（注１）　港外：水深が５０ｍ以深の海域

　　　　（注２）　港外退避、小型船の引き上げ等は、時間的余裕がある場合のみ行う。

　第６節　火災予防計画
　平成５年（１９９１年）の北海道南西沖地震の例に見られるような、地震に起因して発生する多発火災及び大規模火災の防止するため、地震時における出火の未然防止、初期消火の徹底など火災予防のための指導の徹底及び消防力の整備に関する計画は、次のとおりである。

１．地震による火災の防止

　　地震時の火災発生は、使用中の火気設備等によるものが多いことから、町及び関係機

　関は地震時の火の取扱について指導啓発するとともに、奥尻町火災予防条例に基づく火

　気の取扱及び対震自動消火付石油ストーブの使用に対する指導を強化する。

２．火災予防の徹底

　　火災による被害を最小限にくい止めるためには、初期消火が重要であるので、町及び

　関係機関は地域ぐるみ、職場ぐるみの協力体制と協力な消防体制の確立を図る。

　（１）一般家庭に対し、予防思想の啓発に努め、消化器の設置促進、消防用水の確保を　　　　図るとともに、これらの器具等の取扱方や管理方法を指導し、地震時における火災　　　　の防止と初期消火の徹底を図る。

　（２）防災思想の啓発や災害の未然防止に着実な成果をあげている民間防災組織として

　　　の婦人防火クラブ、少年消防クラブ等の設置及び育成を強化する。

　（３）ホテル、文化ホール、会館、病院等、一定規模以上の防火対象物に対し、法令の

　　　基準による消防設備の完全な設置を促進するとともに、自主点検の充実及び適正な

　　　維持管理の指導を強化する。

３．予防査察の強化指導

　　消防機関は消防法に規定する立入検査を消防対象物の用途、地域等に応じ計画的に実

　施し、常に当該区域の消防対象物の状況を把握するとともに、火災発生危険の排除に努　め、予防対策の万全な指導を図る。

４．消防力の整備

　　近年の産業、経済の発展に伴って、大規模建築物、危険物施設等が増加し、火災発生

　時の人命の危険度も増大していることから、町は消防施設の整備及び消防水利の確保を

　促進するとともに、消防技術の向上と消防体制の強化を図る。

５．消防計画の整備強化

　　消防機関は、防災活動の万全を期するため、消防計画を作成し、火災予防について次

　の事項に重点をおく。

　（１）消防力等の整備

　（２）災害に対処する消防地理、水利危険区域等の調査

　（３）消防職員及び消防団員の教育訓練

　（４）査察その他の予防指導

　（５）その他火災を予防するための措置

　第７節　危険物等災害予防計画
　地震時における危険物、火薬類、高圧ガスの爆発、火災などによる災害の発生の予防に

関する計画は、次のとおりである。

１．事業所等に対する指導の強化

　　危険物等による災害の予防を推進するため、町及び関係機関は事業所等に対し、次の

　事項について指導に努める。

　（１）事業所等に対する設備、保安基準遵守事項の監督、指導の強化

　（２）事業所等の監督、指導における防災関係機関の連携強化

　（３）危険物等保安責任者制度の効果的活用による保安対策の強化

　（４）事業所等における自主保安体制の確立強化

　（５）事業所等における従業員に対する安全教育の徹底指導

　（６）事業所等の間における防災についての協力体制の確立強化

２．危険物保安対策

　（１）消防機関は、危険物製造所等に対し随時立入検査を実施し、設備基準の維持、保　　　　安基準の遵守の徹底を指導し、必要のあるものについては、基準適合のための措置　　　　命令又は是正指導を行うものとする。

　（２）消防機関は、危険物製造所等における従業員に対する安全教育の徹底、並びに各　　　　事業所内における自主保安体制の確立及び危険物等事業所内における協力体制の確　　　　立について指導するものとする。

３．高圧ガス保安対策

　　消防機関は、事業所及び販売店に対し立入検査を実施し、防災設備の保安管理につい

　て指導するほか、防火管理者等による自主保安体制の確立、並びに危険物等事業所間の

　協力体制の確立を指導するものとする。

　第８節　市街地防災構造化計画
　地震対策の基本的施策の方向として、町では震災時における町民の生命の安全確保を実

現するため、地域の特性及びまちづくりマスタープラン（総合計画）に配慮しつつ、市街

地の空地確保及び建築物の耐震・不燃化を進めて火災の延焼拡大を防止するとともに、避

難場所及び避難所、避難路等を計画的に整備し、災害に強いまちづくりを推進する。

１．避難場所及び避難所

　（１）災害時における延焼火災から人命の安全を確保するため、一定規模以上の有効避

　　　難面積を有する公園等の面的空間を確保する。

　（２）避難路

　　　　災害時において、避難場所等への安全な避難を確保するため、一定規模以上の幅　　　　員（道路：１３ｍ、緑道等：６ｍ）を有する道路等の線的空間のネットワークを確　　　　保する。

２．建築物の耐震・不燃化

　（１）本町は都市計画制度指定を行っていないが、平成５年（１９９１年）北海道南西　　　　沖地震災害後の復興計画の中で、建築物の不燃化の推進を図ってきたところである　　　　が、今後においても既存の非耐火建設物が密集化している地区等の特性に考慮しつ　　　　つ、新築、増築等において不燃化構造へ誘導する。

　（２）建築物の耐震構造化

　　　　次の第９節建築災害予防計画に基づき、建築物の耐震化を促進する。

　　　特に、避難地、避難路等避難施設周辺の建築物は、避難施設と一体として延焼遮断

　　　帯としての機能をもたせるため、重点的に耐震・不燃化を促進する。

３．実現の方針

　（１）避難場所及び避難所、避難路

　　　　震災時における避難場所及び避難所、避難路については、公園事業、道路事業等　　　　との整合性を図りながら、避難施設の整備充実に努める。

　（２）建築物の耐震・不燃化

　　　　建築物の耐震・不燃化構造の実現については、災害復興計画、集団移転等におけ

　　　る面的整備事業の導入、更に補助助成、低利融資等の制度の確立等を図り実現す

　　　る。

　第９節　建物災害予防計画
　本町は、平成５年（１９９１年）北海道南西沖地震の災害の教訓を生かし、建築物の耐震性の強化を促進し地震災害の拡大を事前に防止する必要がある。

１．建築物の耐震性等の強化

　（１）公共施設は、耐震診断及び耐震補強工事を促進する。

　（２）準公的な民有施設については、建築関係業界との協力による耐震性確保を図る。

　（３）被災建築物の被災度判定、補強、改修等の実効性を確保するため、北海道、檜山

　　　振興局、公的研究機関の指導、協力や関係団体の参加等を含めた実施体制の確立を　　　　図る。

２．建築物等の防災対策の促進

　（１）建築物等に対する改善指導

　　　ア　不特定多数の人が集まる特殊建築物の安全性を確保するため、建築基準法第１

　　　　２条に準ずる定期報告制度を導入し、建築物の安全性確保と施設改善を指導す

　　　　る。

　　　イ　大規模な特殊建築物及び中小雑居ビルに対し「建築物防災対策要綱」（国土交　　　　　通省通達）に基づき、必要な防火避難施設の改善を指導する。

　　　ウ　「建築物防災週間」において対象建築物等の立入調査を行い、施設の改善指導

　　　　　を実施する。

　（２）防火基準適合表示制度（適マーク）による指導

　　　　消防機関が実施する「防火基準適合表示制度」による表示マークの交付に際し、　　　　消防機関と連携して建築構造、防火区画、階段等の安全性について調査するととも

　　　に、防火避難施設の改善指導を行う。

　（３）ブロック塀、石塀等の対策

　　　ア　ブロック塀等を新設又は改修しようとする設置者に、北海道建設部の指導基準　　　　　及び建築基準法に定める技術基準の遵守を指導する。

　　　イ　通学路等に面するブロック塀等の実態調査を行い、危険箇所の把握に努めると　　　　　ともに、改善指導を行う。

      ウ　危険なブロック塀等については、補助制度を確立し改善の促進と生け垣等を奨

　　　　励する。

　（４）落下物対策

　　　　市街地における建築物の外壁、タイル、窓ガラス、看板等の実態調査を行い、落

　　　下の危険のおそれがある建築物について、その所有者又は管理者に対し改善を指導　　　　する。

　（５）液状化対策

　　　　地下水位の高い砂質状地盤の地域及び海岸、港湾埋立地等は地震時の振動によっ

　　　て、地盤の液状化現象が起こる恐れがあるので、当該地域に建設される建物につい

　　　ては、基礎構造、荷重分布等の十分な検討を行い、対策を施すものとする。

　　　　なお、既存建物にあっては、基礎構造の補強、地盤の改良等の可能な対策を施す

　　　ものとするが、技術上困難な点も多いので、迅速な避難体制等によって、補完する

　　　ことが必要である。

３．防災意識の啓発

　　建築物等の耐震強化に関する知識を普及させるため、耐震診断、補強等の重要性の啓

　発を行い、パンフレット等を作成・配布するとともに説明会等を実施する。

　第１０節　地すべり、急傾斜地の崩壊（がけ崩れ）等予防計画
　地震動に起因する地すべり、急傾斜地の崩壊（がけ崩れ）等による災害を予防するため

の計画は、次のとおりである。

１．現況

　　地すべり、急傾斜地の崩壊（がけ崩れ）は、主として降雨、地震等の自然現象によっ

　てもたらされるが、特に突発的に発生する地震による地すべり及び崩壊（がけ崩れ）の

　予測については、技術的にはいまだ困難な状況にある。

　　平成５年（１９９１年）の北海道南西沖地震においても、フェリーターミナル隣接地　の大規模崩壊をはじめ、町内各地で大きな人的・物的被害を出した。本町の地すべり、　急傾斜地の崩壊（がけ崩れ）危険箇所は町内全域に分布し、平成２０年度の調査では、　７４箇所となっている。

２．地すべり、急傾斜地崩壊（がけ崩れ）等防止対策

　　土地の高度利用と開発に伴って、地すべり及び急傾斜地崩壊（がけ崩れ）災害が多発

　する傾向にあり、ひとたび地すべり、がけ崩れが発生すると、多くの住家、農耕地、公

　共施設等の被害があり、二次的被害では河川の埋没による冠水被害にもつながるので、

　町は道及び防災関係機関と協力して災害防止に必要な地すべり及び急傾斜地崩壊（がけ

　崩れ）防止の諸施策を実施する。

　（１）地すべり防止対策

　　　ア　地すべり防止区域の指定

　　　　　地すべり防止法（昭和３３年３月３１日法律第３０号）に基づき、主務大臣

　　　　は、地すべり区域（地すべりしている区域又は地すべりするおそれの極めて大き　　　　　い区域）及びこれに隣接する地域のうち地すべり区域の地すべりを助長しもしく　　　　　は誘発するおそれの極めて大きい区域であって公共の利害に密接な関連を有す

　　　　るものを、知事の意見を聞いて地すべり防災区域として指定する。

　　　イ　地すべり防止区域の管理等

　　　　　地すべり防止工事の施工その他、地すべり防止区域の管理（標識の設置、行為

　　　　の制限を含む。）は、知事が行う。

　　　ウ　地すべり防止工事の施行

　　      知事は、地すべり防止区域の指定があったときは、関係市町村長の意見を聞い

　　　　て、当該地すべり防止区域に係る地すべり防止工事に関する基本計画を作成し、

　　　　主務大臣に提出し、この基本計画に基づいて地すべり工事を施行する。

          なお、地すべり工事は、砂防法第２条の規定により指定された土地（これに

　　　　準ずるべき土地を含む。）及び森林法第２５条第１項又は同法第４１条の規定に　　　　　より、保安林又は保安施設地区（これに準ずるべき森林又は原野、その他の土地　　　　　を含む。）に指定された土地に存する地すべり区域においては、治山治水緊急措　　　　　置法に基づく治水事業計画及び治山事業計画により、計画的に実施する。

　（２）急傾斜地崩壊（がけ崩れ）防止対策

　　　ア　急傾斜地崩壊（がけ崩れ）危険区域の指定

　　　　　知事は、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条に基づき、著し　　　　　く危険が予想される急傾斜地について「急傾斜地崩壊危険区域」に指定し、崩壊　　　　　を助長するような行為の制限、防止方としての急傾斜地崩壊対策事業の実施を推　　　　　進し、また、被害を少なくするための警戒避難体制の整備、危険区域内の住宅移　　　　　転並びに建築の制限などの指導を行うものとする。

　　　イ　崩壊危険区域の管理

　　　　　知事は、前掲の指定地域内において有害な行為を制限し、土地の所有者、管理

　　　　者及び占有者等に対し必要な勧告、命令等を行う。

　　　ウ　道は崩壊防止工事のうち、住民に施行されることが困難、又は不適当なものを　　　　　施行する。

　　　エ　奥尻町防災会議は、急傾斜地崩壊危険区域の指定があったときは、奥尻町地域

　　　　防災計画において当該区域毎に情報の収集及び伝達、災害に関する予報又は警報　　　　　並びに土砂災害警戒情報の発表及び伝達、避難、救助その他当該区域内のがけ崩　　　　　れ災害を防止するために必要な警戒避難体制に関する事項について定めるものと　　　　　する。

　　　　　一方、危険区域の住民においても、常に危険に対する認識をもって、急傾斜地　　　　　の異常（亀裂、湧水、噴水、濁り水）の早期発見に留意するとともに、住民自身　　　　　による防災措置（不安定な土塊、浮石等の除去、水路の掃除等）が望まれる。

　第１１節　地域別避難場所・避難所整備計画
　平成５年（１９９１年）の北海道南西沖地震では、本町は最も大きな被害を受け、この地震により行方不明者を含めて175人（総人口4,711人の3.7％）の町民が死亡し、124人（総人口4,711人の2.6％）が負傷した。

　この原因は、当時大災害に対する対策ができていなかったことと、津波の到達が非常に

早く、津波の規模が予想を遙かに超えて大きかったこと、町民が大地震に直面し冷静な判

断力を失ってしまったことが被害を更にいっそう大きくしたものと思われる。

　したがって、本節では津波災害警戒区域及び延焼拡大危険区域から町民が安全かつ短時間に避難できる地域別の避難場所及び避難所を確保し、町民の生命を大地震、津波、火災、その他の災害から保護するため、避難場所及び避難所について定めるものである。

１．地域別避難場所及び避難所の選定条件

　（１）要避難地区

　　　　本節でいう避難は大地震による津波、火災による広域的な災害に対処する避難で

　　　あり、主な対策は津波の襲来及び火災の延焼拡大に伴って避難しなければならない

　　　要避難地区と、これ以外の過散な地域で、火災の状況を自ら判断して任意の行動に

　　　より人命の安全が確保できる任意避難地区があるが、地域別避難場所の選定条件と

　　　しては、震災時における津波及び大火災から人命を確保することが困難と予想され

　　　る要避難地区を考慮して選定する。

　（２）要避難地区の避難場所及び避難所

　　　　本町においては、過去の災害の教訓を生かして、各集落規模、居住人口を考慮し

　　　て、地区別の避難場所及び避難所が指定されている。避難場所及び避難所の位置、　　　　名称、収容人員、管理責任者、連絡先等については、資料編に示すとおりである。

　（３）避難道路

　　　　各避難地区から広域避難場所に通ずる主要道路を避難道路という。

　　　ア　避難道路は、概ね８メートル以上の幅員とする。

　　　　　なお、この幅員の確保が困難な場合は、およそ６メートル以上の主要道路、そ

　　　　の他の緑道、遊歩道を選定する。

　（４）避難地区の割当

　　　　避難後の家族関係や自主防災組織の活動等を考慮し、避難場所の割当について

　　　は、概ね各町内会単位とする。

        また、地区割りについては、町内会と十分調整するものとする。

２．住民への周知

　　地域別避難場所及び避難所については、広報誌、パンフレット、ハザードマップ、防　災教室等を活用し、地域別避難場所等の趣旨や避難時の留意事項等の啓蒙を図るととも　に、避難場所に通じる主要道路の電柱等に案内板を設置するほか、避難場所区域内に標　識を設置し、その周知を図るものとする。

３．地域別避難場所及び避難所の見直し

　　避難場所等の周辺を随時見直し、安全面積や収容人口等を考慮し、避難場所等として　適合性を点検するものとする。

    また、任意避難場所においても住宅増加等によって延焼拡大の危険が増大した場合

　は、避難場所を新たに設置する。

　  なお、新たに避難場所を選定する場合は、前記条件を十分に考慮するものとし、基本　法に定める基準を確認し、指定するものとする。

４．福祉避難所（二次避難所）

　　要配慮者は、一般の避難所では、生活することが困難な場合が多く、特別な配慮が必　要である。

　第１２節　避難対策計画
　地震（津波）災害から住民の生命、身体を保護するための避難場所及び避難所の確保及

び整備等に関する計画は、次のとおりである。

１．避難場所及び避難所の確保及び標識の設置

　（１）町は地震による大規模火災、津波等の災害から住民の安全を確保するために、前

　　　節に述べたように必要な避難場所及び避難所並びに避難路の整備を図るとともに、　　　　避難場所等、避難路沿い等に案内標識を設置する等、緊急時に速やかな避難が確保　　　　されるよう整備しておくものとする。

　（２）本町は集落市街地が広範囲にわたり所在するので、地震による大規模火災及び津

　　　波から住民の安全を確保するため、避難が必要な地域の住民を対象とする地域別避

　　　難場所及び避難所を整備するものとする。

２．避難場所及び避難所の確保及び管理

　　町は、地震、津波による家屋の倒壊、流出、焼失等により住居を喪失した者を収容す　るための避難所をあらかじめ選定、確保し、整備を図るものとする。

　（１）避難場所及び避難所の指定要件

　　　ア　救援、救護活動を実施することが可能な地域であること。

　　　イ　津波、浸水等の被害のおそれがないこと。

　　　ウ　給水、給食等の救助活動が可能であること。

　　　エ　がけ崩れ、地すべりの発生が低い区域であること。

　　　オ　耐震構造で倒壊、損壊などのおそれがないこと。

　　　カ　その他被災者が生活する上で町が適当と認める場所であること。

　（２）避難所の管理

　　　ア　避難所を開設する場合は、管理責任者をあらかじめ定めておくこと。

　　　イ　避難所の運営に必要な資機材等をあらかじめ整備しておくこと。

３．避難場所及び避難所の住民への周知

　　町は、地震、津波時の混乱する中で、迅速かつ的確に被災住民を誘導するため、あらかじめ広報誌や町内会等を通じ、避難場所、避難所を住民に周知徹底する。

第３章　地震災害応急対策計画
　                                                                              

　この計画は、地震、津波が発生した場合における被害の拡大を防止することを目的とす

る。                                                                            

　第１節　応急活動体制                                                  

　地震（津波）災害時に被害の拡大を防止するとともに、災害応急対策を迅速に実施する

ために、町及び防災関係機関は、相互に連携を図り、災害対策本部を速やかに設置するな

ど、活動体制を確保するものとする。                                              

　災害対策本部の設置、組織、運営、配備体制等については、第２編第１章防災体制を準

用する。                                                                        

　第２節　地震、津波情報の収集・伝達計画                          

　気象台が発表する地震、津波情報を迅速に入手し、伝達するための計画は、次のとおり

である。                                                                        

１．地震、津波情報の種類                                                        

　（１）地震情報                                                                

　　　　地震発生後、新たなデータが入ることによって、以下の情報を発表する。      

	情報の種類
	発表基準
	内容

	震度速報
	震度３以上
	地震発生約１分半後に震度３以上を観測した地域名（全国を188地域に区分）と地震の揺れの発表時刻を速報。

	震源に関する情報
	震度３以上

（津波警報・注意報を発表した場合は発表しない
	地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）を発表

「津波の心配がない」又は「若干の海面変動があるかもしれないが心配はない」旨を付加。

	震源・震度に関する情報
	以下のいずれかを満たした場合

・震度３以上

･津波警報又は注意報発表時

・若干の海面変動が予想される場合

・緊急地震速報（警報）を発表した場合
	地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）、震度３以上の地域名と市町村名を発表。

震度５弱以上と考えられる地域で、震度情報を入手していない地点がある場合は、その市町村名を発表。

	各地の震度に関する情報
	・震度１以上
	震度１以上を観測した地点のほか、地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）を発表

震度５弱以上と考えられる地域で、震度を入手していない地点がある場合は、その地点名を発表。

	遠地地震に関する情報
	国外で発生した地震について以下のいずれかを満たした場合等
	地震の発生時刻、発生場所（震源）及びその規模（マグニチュード）を概ね３０分以内に発表。

日本や国外への津波の影響に関しても記述して発表。

	その他の情報
	・顕著な地震の震源要素を更新した場合や地震が多発した場合など
	顕著な地震の震源要素更新のお知らせや地震が多発した場合の震度１以上を観測した地震回数情報等を発表。

	推計震度分布図
	・震度５弱以上
	観測した各地の震度データをもとに、１km四方ごとに推計した震度（震度４以上）を図情報として発表。


　（２）津波情報                                                                

　　　　津波警報・注意報を発表した場合には、津波の到達予想時刻や予想される津波の

　　　高さなどを津波情報で発表します。                                          

	情報の種類
	内容

	津波到達予想時刻・予想される津波の高さに関する情報
	各津波予報区の津波の到達予想時刻※や予想される津波の高さを発表します。

※この情報で発表される到達予想時刻は、各津波予報区でもっとも早く津波が到達する時刻です。場所によっては、この時刻よりも１時間以上遅れて津波が襲ってくることもあります。

	各地の満潮時刻・津波到達予想時刻に関する情報
	主な地点の満潮時刻・津波の到達予想時刻を発表します。

	津波観測に関する情報沖合の津波観測に関する情報
	沿岸で観測した津波の時刻や高さを発表します。沿岸で観測した津波の時刻や高さ、及び沖合の観測値から推定される沿岸での津波の到達時刻や高さを津波予報区単位で発表します。


　【北海道における津波観測地点】                                                

　　利尻島沓形港、稚内、枝幸港、紋別、網走、根室港、根室市花咲、浜中町霧多布港、

　釧路、十勝港、えりも町庶野、浦河、苫小牧東港、苫小牧西港、白老港、室蘭、渡島森

　港、函館、江差、奥尻島奥尻港、奥尻島松江、瀬棚港、岩内港、小樽市忍路、小樽、石

　狩湾新港、留萌、釧路沖８０ｋｍ、十勝沖１００ｋｍ

　（３）津波警報・注意報                                                        

　　　　地震が発生した場合、地震の規模や位置をすぐに推定し、これらをもとに沿岸で

　　　予想される津波の高さを求め、地震が発生してから約３分を目標に大津波警報、津

　　　波警報又は津波注意報を津波予報区単位で発表します。                        

	種類
	発表基準
	発表される津波の高さ
	 想定される被害と

 とるべき行動
	                              

	
	
	数値での発表

（津波の高さ予想の区分）
	巨大地震の場合の発表
	
	

	大津波警報（特別警報）
	予想される津波の高さが高いところで３ｍを超える場合。
	１０ｍ超

（10ｍ＜予想の高さ）
	巨大
	木造家屋が全壊・流出し、人は津波による流れに巻き込まれます。
沿岸部や川沿いにいる人は、ただちに高台や避難ビルなど安全な場所へ避難してください。
	

	
	
	１０ｍ

（10ｍ＜予想の高さ≦10ｍ）
	
	
	

	
	
	５ｍ

（10ｍ＜予想の高さ≦10ｍ）
	
	
	

	津波警報
	予想される津波の高さが高いところで１ｍを超え、３ｍ以下の場合。
	３ｍ

（1ｍ＜予想の高さ≦3ｍ）
	高い
	標高の低いところでは津波が襲い、浸水被害が発生します。人は津波による流れに巻き込まれます。
沿岸部や川沿いにいる人は、ただちに高台や避難ビルなど安全な場所へ避難してください。
	

	津波注意報
	予想される津波の高さが高いところで0.2ｍ以上、１ｍ以下の場合であって、津波による災害のおそれがある場合。
	１ｍ

（0.2ｍ＜予想の高さ≦1ｍ）
	（表記しない）
	海の中では人は速い流れに巻き込まれ、また、養殖いかだが流出し小型船舶が転覆します。
海の中にいる人はただちに海から上がって、海岸から離れてください。
	


２．地震、津波情報に用いる震央地名及び津波予報区

　（１）震央地名

[image: image2.wmf]
　（２）津波予報区
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（３）緊急地震速報で用いる区域等の名称
[image: image4.png]BERARRRE

%" oz ‘\\\\Nﬁ B
RILIRES K R TR —>{ B BRARES |
| S EE ‘ WA S
, B AR

—IRER





３．大津波警報・津波警報・注意報、津波情報、津波予報の伝達                     

　　大津波警報等の津波に関する情報の伝達は、次のとおりである。                 
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４．町としての措置                                                              

　（１）海面監視                                                                

        震度４以上の地震を感じたとき、又はテレビ、ラジオにより地震の発生を知った　　　　ときは、直ちに海面状態の変化を監視する。

　　　　なお、監視にあたって危険の生じるおそれがある場合、沿岸部から離れた安全な　　　　地域から監視するものとする。                                

　（２）住民への避難指示

      　（大）津波警報が発令されたとき、及び海面監視により異常現象を発見したとき　　　　は、直ちに沿岸住民等に対し、避難指示を行うとともに、その周知徹底を図る。

５．異常現象を発見した場合の通報                                                

　　異常現象を発見した者は、直ちにその状況を町防災機関（町、警察、消防）等へ通報

　する。また、通報を受けた機関の長は速やかに檜山振興局及び気象官署等関係機関に通　報する。

　（１）異常現象                                                                

      ア　地震に関する事項　　頻発地震、異常音響及び地変

      イ　水象に関する事項　　異常潮位又は異常波浪

　（２）通報要領


　第３節　災害情報等の収集・伝達計画
　地震（津波）災害時における災害情報等の収集、伝達についての計画は、次のとおりで

ある。

１．災害情報の収集

　　町並びに防災関係機関は、それぞれが有する情報組織、通信施設等を全面的に活用

　し、積極的に的確な災害情報を収集し、相互に交換するものとする。

２．災害情報等の内容及び通報の時期

　　町及び防災関係機関は、発災後の情報等について、次により檜山振興局（北海道災害　対策檜山地方（連絡）本部）へ通報する。

　（１）災害の状況及び応急対策の概要･･････発生後速やかに。

　（２）災害対策本部の設置の有無･･････････災害対策本部等を設置したとき直ちに。

　（３）被害の概要及び応急復旧の見通し････被害の全貌が判明するまで、又は応急復旧

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が完了するまで随時。

　（４）被害の確定報告････････････････････被害状況が確定したとき。

３．災害情報等の連絡体制

　（１）防災関係機関は、災害情報等の連絡先について必要な組織、連絡窓口及び連絡責

　　　任者を定めておくものとする。

　（２）町は、孤立した地域との連絡手段の確保を図る。

４．通報手段の確保

　　地震（津波）災害時における防災関係機関相互の通報は、次により確保するものとす

　る。

　（１）一般加入電話による通報

　（２）電気通信事業法及び契約約款に定める非常、緊急通話又は非常、緊急通報による

　　　通報

　（３）非常無線通信協議会の構成機関が所有する無線通信による通報

　（４）北海道総合行政情報ネットワークシステムによる通報

　（５）上記（１）から（４）の組み合わせによる通報及び徒歩等による連絡

５．通信施設の整備等の強化

　（１）通信設備の強化

　　　　防災関係機関は、地震（津波）災害時において円滑な災害情報の収集及び伝達が　　　　実施できるよう、通信施設の整備強化を図る。

　（２）通信関連施設の相互利用

　　　　通信関連施設が被災し、使用ができない場合、重要回線の設置のため、通信関連　　　　施設を保有する関係機関は、相互に施設が使用できるよう、努めるものとする。

６．被害状況報告

　　地震（津波）災害が発生した場合、町長は別に定める「災害情報等報告取扱要領」に

　基づき、知事（檜山振興局長）に報告するものとする。（第２編第２章第５節「災害情　報の報告、収集及び伝達計画）を準用する。）

　第４節　災害広報計画
　地震（津波）災害時には、被災地住民をはじめとして町民に対して、正確な情報を迅速

に提供することにより混乱の防止を図り、適切な判断による行動がとられるようにする必

要がある。

　このために町並びに防災関係機関が行う災害広報に関する計画は、次のとおりである。

１．町の広報

　（１）広報内容

　　　　広報内容の主なものは次のとおりである。

　　　ア　津波に関する情報（特別警報、警報、注意報、危険区域等）

　　　イ　避難場所等について（避難所の位置、経路等）

　　　ウ　交通通信状況（交通機関運行状況、不通箇所、開通見込み日時、通話可能区

　　　　域、開通見込み日時）

      エ　火災状況（発生箇所、避難指示等）

　　　オ　電気、水道、ガス等公益事業施設状況（被害状況、復旧状況、営業状況、注意

　　　　事項等）

　　　カ　医療救護所の開設状況

　　　キ　給食、給水実施状況（供給日時、場所、量、対象者等）

　　　ク　衣料、生活必需品等供給状況（供給日時、場所、種類、量、対象者等）

　　　ケ　河川、港湾、橋梁等土木施設状況（被害状況、復旧状況）

　　　コ　住民の心得

　（２）広報方法

　　　　防災行政無線、広報車、ホームページ等を利用して、迅速かつ適切な広報を行う　　　　ものとし、誤報等による混乱の防止に万全を期するものとする。

２．防災関係機関の広報

　　各防災関係機関は、それぞれ定めた災害時の広報計画により、住民への広報を実施す

　る。特に、住民生活に直結した機関（道路、交通、電気、水道、ガス等）は、応急対策

　活動とこれに伴う復旧状況を定期的に町民に広報するとともに、道災害対策本部へ情報

　の提供を行う。

　第５節　避難対策、救助救出計画
　地震（津波）災害時において、住民の生命及び身体の安全保護を図るため実施する避難

措置に関する計画については、第２編第３章第４節避難対策計画を準用するものとする。

　救助救出の実施については、第２編第３章第５節救助救出計画を準用するものとする。

　第６節　地震火災対策計画
　地震時に火災が発生した場合の延焼拡大の防止に関する計画は、次のとおりである。

１．消防活動体制の整備

　　町は、その地域における地震災害を防御し、これらの被害を軽減するため、消防部隊

　の編成及び運用、応急消防活動、その他消防活動の実施体制について十分に検討を行

　い、整備しておくものとする。

２．火災発生、被害拡大危険区域の把握

　　町は、地震による火災発生及び拡大を防止するため、あらかじめおおむね次に掲げる

　危険区域を把握し、また必要に応じて被害想定を作成し、災害応急活動の円滑な実施に

　資するものとする。

　（１）住宅密集地域等の火災危険区域

　（２）急傾斜地崩壊危険箇所

　（３）津波等による浸水危険区域

　（４）特殊火災危険区域（危険物、ガス、火薬、毒劇物等施設）

　第７節　災害警備計画
　第２編第３章第２３節災害警備計画を準用するものとする。ただし、津波災害発生時の海上における治安の維持については、函館海上保安部により、次に掲げる措置を講ずるものとする。

　（１）巡視船艇を災害発生地域の所要の海域に配備し、犯罪の予防、取締を行う。

　（２）巡視船艇による警戒区域（基本法第６３条）又は重要施設周辺海域の警戒を行う。

　第８節　公共交通対策計画
　地震、津波の発生に伴う道路及び船舶交通の混乱を防止し、消防、避難、救助、救護等

の応急対策活動を迅速に実施するための道路交通等の確保に関する計画は、第２編第３章

第２０節交通応急対策計画に定めるが、特に地震、津波災害時において特記すべき事項については、次のとおりである。

１．交通応急対策の実施

　（１）町

　　　　道路、橋梁等の被害状況及び危険箇所を速やかに把握し、関係機関に連絡すると

　　　ともに、道路の通行に支障を及ぼす障害物を除去し、交通の確保に努める。

　（２）警察

　　　　道路における危険を防止し、交通の安全の円滑を認めるときは、通行を禁止し、

　　　又は制限する。

　（３）函館海上保安部

　　　　海上における船舶交通の安全を確保するため、必要に応じ海上交通の規制等を行

　　　う。

　（４）空港事務所

　　　ア　空港基本施設及び保安施設の損壊等により航空機の運航に危険がある場合に　　　　　は、必要に応じ空港の使用を禁止し、又は制限する。

　　　イ　緊急輸送に従事する航空機の運航を優先する。

　（５）道路管理者

　　　　町内の路線に関わる道路の構造の保全と交通の危険を防止するため、障害物の除

　　　去に努めるものとし、必要と認められるときは、車輌等の通行を禁止し、又は制限

　　　するとともに迂回路等を的確に指示し、交通の確保を図る。

　（６）北海道

　　　　知事管理の道路で災害を受けた場合には、直ちに応急復旧工事に着手し、道路の

　　　警戒に努めるとともに、道路構造の保全と交通の危険を防止するため、必要と認め

　　　るときはその通行を禁止し、又は制限するとともに迂回路等を的確に指示し、関係　　　　機関との連携を密にし、交通の確保に努める。

２．緊急輸送道路ネットワーク計画の推進

　　緊急輸送道路は、地震直後から発生する緊急輸送を円滑かつ確実に実施するために必　要な道路であり、耐震性を有し、地震時にネットワークとして機能することが重要であ　る。

　　このため町は、北海道緊急輸送道路ネットワーク計画等策定協議会が作成する「北海　道緊急輸送道路ネットワーク計画」に基づき、その整備を重点的・計画的に推進するこ　ととする。

　

３．道路の交通規制

　（１）道路交通網の把握

　　　　災害が発生した場合、道路管理者及び北海道警察本部は、相互に緊密な連携を図

　　　るとともに、関係機関の協力を得て、次の事項を中心に被災地内の道路及び交通の

　　　状況について、その実態を把握する。

　　　ア　損壊し、又は通行不能となった道路及び区間

　　　イ　迂回路を設定し得る場合は、その路線名、分岐点及び合流点

　　　ウ　緊急に通行の禁止、又は制限を実施する必要の有無

　（２）交通規制の実施

　　　ア　交通規制を実施するときは、道路標識等を設置する。

　　　イ　緊急を要し、道路標識等を設置するいとまがないとき、又は道路標識等を設置

　　　　して行うことが困難なときは、現場警察官等の指示によりこれを行う。

　（３）関係機関との連携

　　　　交通規制により通行の禁止、制限を行った場合には、関係機関に連絡するととも

　　　に、あらゆる広報媒体を通じて広報の徹底を図る。

４．海上交通安全の確保

　　函館海上保安部は、海上交通の安全を確保するため、次に掲げる措置を講ずるものと

　する。

　（１）船舶交通の輻輳が予想される海域においては、必要に応じて船舶交通の整理指導

　　　を行う。

　（２）海難の発生その他の事情により船舶交通の危険が生じ、又は生ずるおそれがある　　　　ときは、必要に応じて船舶交通を制限し、､又は禁止する。

　（３）海難船舶又は漂流物、沈没物、その他の物件により船舶交通の危険が生じ、又は　　　　生じるおそれがあるときは、速やかに必要な応急措置を講ずるとともに、船舶所有　　　　者等に対し、これらの除去、その他船舶交通の危険を防止するため措置を講ずべき

　　　ことを命じ、又は勧告する。

  （４）水路の水深に異常を生じたと認められるときは。必要に応じて検測を行うととも

　　　に、応急標識を設置する等により水路の安全を確保する。

　（５）航路標識が損壊し、又は流失したときは、速やかに復旧に努める他、必要に応じ　　　　て応急標識の設置に努める。

５．緊急輸送のための交通規制

　　災害が発生し、災害応急対策に従事する者、又は災害応急対策に必要な物資、その他

　応急措置を実施するため緊急輸送を確保する必要があるときは、道路の区間を指定し緊　急輸送車輌以外の車輌の通行を禁止し、又は制限する。

（１）通知

　　　北海道公安委員会（方面公共委員会を含む。）は、緊急輸送のための交通規制をし　　　ようとするときは、あらかじめ当該道路の管理者に対し、禁止、又は制限の対象、区

　　間、期間及び理由を通知する。

（２）緊急輸送車輌の確認手続

　　ア　知事（檜山振興局長）又は江差警察署長は、車輌使用者等の申し出により当該車　　　　輌が応急対策に必要な物資等の緊急輸送車輌であることの確認を行うものとする。

　　イ　確認場所

　　　　緊急輸送車輌の確認は、道庁（（総合）振興局）又は当該車輌の出発地を管理す　　　　る警察署（駐派出所、検問等を含む。）で行う。

　　ウ　証明書及び標章の交付

　　　　緊急輸送車輌であると確認したものについては、各車輌毎に「緊急輸送車輌確認　　　　証明書」、「緊標章」を公布し、当該車輌の全面ガラスに標章を掲出させる。

　　エ　緊急輸送車輌

　　　　緊急輸送車輌は、防災応急対策の実施責任者、又はその委託を受けた者が使用す　　　　る車輌で、次の業務に従事する車輌とする。

　　　①　地震（津波）情報の伝達及び避難の勧告、指示

　　　②　消防、水防、その他の応急措置

　　　③　応急の救護を要すると認められる者の救護、その他保護

　　　④　施設及び設備の整備及び点検

　　　⑤　犯罪の予防、交通規制、その他地震（津波）災害を受けるおそれのある地域に

　　　　おける社会秩序の維持

　　　⑥　緊急輸送の確保

　　　⑦　食料、衣料品、その他必要な物資の確保、清掃、防疫、その他保健衛生に関す

　　　　る措置、その他応急措置の実施に必要な体制の整備

　　　⑧　次の車輌は、緊急輸送車輌に準ずる車輌とする。

　　　　ａ　道路交通法施行令に規定する緊急自動車、道路維持作業用自動車

　　　　ｂ　医療行政及び伝染病防疫のための車輌

　　　　ｃ　報道機関の緊急取材のための車輌

　　　　ｄ　特に緊急輸送を必要とする現金輸送車輌

　第９節　輸送計画
　＊第２編第３章第１８節輸送計画を準用する。

　第１０節　食料供給計画
　＊第２編第３章第６節食料供給計画を準用する。

　第１１節　給水計画
　＊第２編第３章第８節給水計画を準用する。

　第１２節　衣料、生活必需品、その他物資供給計画
　＊第２編第３章第７節衣料、生活必需品その他物資供給計画を準用する。

　第１３節　生活関連施設対策計画
　地震の発生に伴う各種災害のうち、生活に密着した施設（上水道、下水道、電気、ガ

ス、通信及び放送施設等）が被災し、水、電気、ガス等の供給が停止した場合は、生活の

維持に重大な支障を生ずる。

　これらの各施設の応急復旧についての計画は、次のとおり定める。

１．上水道

　（１）応急措置

　　　　町は、地震災害により被災した施設の応急復旧についての計画をあらかじめ定め

　　　ておく他、地震の発生に対してこの計画に基づき直ちに被害状況の調査、施設の点

　　　検を実施するとともに、被害にあった場合は速やかに応急復旧し、住民に対する水

　　　道水の供給に努める。

　（２）広報

　　　　町は、地震により水道施設に被害を生じた場合は、その被害状況及び復旧見込み

　　　等について、広報を実施し、住民の不安解消を図るとともに、応急復旧までの対応

　　　についての周知を図る。

２．電気

　（１）応急措置

　　　　電気事業者は、地震災害により被災した施設の応急復旧についての計画をあらか　　　　じめ定めておく他、地震の発生に際してこの計画に基づき直ちに被害状況（停電の　　　　状況）の調査、施設の点検を実施し、施設に被害（停電）があった場合は、二次災　　　　害の発生を防止するとともに、速やかに応急復旧を実施し、早期の停電の解消に努　　　　める。

　（２）広報

　　　　電気事業者は、地震により電力施設に被害があった場合は、感電事故、漏電によ

　　　る出火の防止及び電力施設の被害状況、復旧見込み額について、テレビ、ラジオな

　　　どの報道機関や防災行政無線及び広報車を通じて広報し、住民の不安解消に努める。

３．ガス

　（１）応急措置

　　　　本町は全域、ＬＰＧ（プロパンガス）使用であるので、大規模施設の対応はな

　　　く、個別ボンベ及びガス取扱業者への対応が必要となる。

        ガス取扱業者は、地震災害により被災した施設の応急復旧対応策をあらかじめ定

　　　めておく他、地震の発生に際してこれに基づき直ちに施設、設備の被害状況の調

　　　査、施設の点検を実施し、被害があった場合は二次被害の発生を防止するととも

　　　に、速やかに応急復旧を行う。

　（２）広報

　　　　ガス取扱業者は、地震により被害を生じた場合は、被害状況に応じ復旧見込み額

　　　について広報を実施し、住民の不安解消に努める。

４．通信（電話）

　　地震災害時における通信の途絶は、災害応急活動の阻害原因となるとともに、被災地

　及び被災地住民に対する情報の提供に欠き、社会的混乱を生ずるおそれがあるなど影響

　が大きい。

　（１）東日本電信電話（株）（ＮＴＴ東日本）北海道南支店など通信を管理する機関

　　　は、地震災害により被災した施設の応急復旧についての計画をあらかじめ定めてお

　　　く他、地震発生に際してこの計画に基づき施設の被害調査、点検を実施するととも

　　　に、被害があった場合、又は異常輻輳等の事態の発送により通信の疎通が困難にな　　　　ったり、通信が途絶するような場合においても、最小限度の通信を確保するため、　　　　速やかに応急復旧を実施し通信の確保に努める。

　（２）広報

　　　　通信を関する機関は、地震により通信施設に被害のあった場合は、テレビ、ラジ

　　　オなどの報道機関の協力を得て、通信施設の被害状況、電話等の通信状況等につい

　　　て広報するとともに、被災地への電話の自粛や災害用伝言板の利用について理解と　　　　協力を求めるなど住民の不安解消に努める。

　第１４節　住宅対策計画
　第１５節　被災建築物安全対策計画
　 第１６節　被災宅地安全対策計画
　第１７節　医療救護計画
　第１８節　防疫計画
　第１９節　廃棄物等処理計画
　第２０節　文教対策計画
　第２１節　自衛隊災害派遣要請計画
　第２２節　災害救助法の適用と実施
　以上、第２編第３章の各節に準拠する。

                          第４章　津波対策計画                          

　津波は、海底を震源地として大地震が発生した場合に起こることが多い、津波は、海底

地震の震源の場所、地震の規模、更に震源の深さと震源地の海底の深さ、並びに海岸線の

形態により、津波の規模階級、来襲時間周期が異なる。                             

　特に本町の場合、日本海の比較的浅い海底下を震源とするマグニチュード６．５以上の

地震が発生した場合、極めて短時間に津波の来襲が予想される。このため町長は、地震発

生後、気象庁が発表する津波注意報・（大）津波警報、又は海面に異常を認めたときは、

沿岸住民に対し、速やかに広報周知し、適切な措置を講ずるものとする。              

　第１節　津波知識の啓発                                               

１．津波防災意識の啓発、広報、訓練に関すること。                               

　（１）「地震　イコール　津波　即避難」の認識が沿岸地域に限らず、全町民の津波に

　　　対する共通認識として定着するよう、次に示す「津波に対する心得」を基本とし、

　　　あらゆる機会を通じて啓発に努め、その周知徹底を図るものとする。           

	
	津波に対する心得
	

	＜一般編＞

　　①　強い地震（震度４程度以上）を感じたとき又は弱い地震であっても長い時間　　　　ゆっくりとした揺れを感じたときは、直ちに海浜から離れ、急いで高台に避難。

　　②　地震を感じなくても、津波注意報が発表されたときは、直ちに海浜から離れ、　　　　急いで安全な場所に避難。

    ③　正しい情報を防災行政無線、ラジオ、テレビ、広報車などを通じて入手する。

　　④　津波注意報でも、海水浴や磯釣りは危険なので行わない。

　　⑤　津波は繰り返し襲ってくるので、警報、注意報解除になるまでは、高台から　　　　離れない。

＜船舶編＞

1  港湾・漁港にいる場合、強い地震（震度４以上程度以上）を感じたとき、又
は弱い地震であっても長い時間ゆっくりとした揺れを感じたとき、地震を感じ　　ない場合で（大）津波警報が発表した場合は、直ちに陸上の高台に避難する。

　　②　船舶にいる場合、港外に避難した場合の方が陸上の高台に避難するよりも早　　　　い場合は、港外の海域に避難する。

3  正しい情報をラジオ、テレビ、無線などを通じて入手する。

4  港外へ退避できない小型船は、高い所へ引き上げて（注２）固縛するなど最
大の措置をとる。

　　　　ただし、間に合わない可能性が高い場合は、途中でも作業を止め、ただちに　　　　高台に避難する。

5  津波は繰り返し襲ってくるので、警報、注意報が解除されるまで気を緩めず、
船舶の確認のために漁港には行かない。

　　　（注１）　港外：水深が５０ｍ以深の海域

　　　（注２）　港外退避、小型船の引き上げ等は、時間的余裕がある場合のみ行う。


（２）広報誌、ハザードマップ、防災パンフレット等の広報媒体を活用するとともに、防

　　災訓練、防災講習会等のあらゆる機会をとらえて、津波に関する正しい知識、認識の

　　啓発、対策の周知等を積極的に広報するものとする。                           

（３）沿岸地域を重点として、防災関係機関、地域住民、事業所等が一体となって、津波

　　情報受伝達訓練、避難、退避誘導訓練等の実践訓練を実施するものとする。       

　第２節　津波情報伝達計画                                             

　（大）津波警報を迅速かつ的確に受伝達するための計画は、次のとおりである。      

１．津波情報伝達に関すること                                                    

　（１）津波情報の正確な伝達を図るため、気象業務法で定める予報の種類並びに標識（

　　　鐘音、サイレン）について、あらゆる機会を通じてその周知徹底を図るものとす 

　　　る。                                                                     

　津波予報文と標識                                                               

	
	予報の

種　類
	予報略文
	予　　報　　文
	標　　　　識
	  

	
	
	
	
	鐘　　音
	サイレン音
	

	
	津

波

注

意

報
	ツナミナシ
	津波の来襲するおそれがありません。
	
	
	

	
	
	ツナミチュウイ
	津波があるかもしれません。津波の高さは高いところでも数十センチメートル程度の見込みです。
	
	(約10秒)


       (約2秒)

 ○      ○
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	3点と2点と斑打
	
	

	
	
	ツナミチュウイカイジョ
	津浪の心配はなくなりました。
	
  1点2個と2点との斑打
	(約10秒)


       (約1分)

○      ○

　　 (約3秒)
	

	
	
	ツナミケイホウカイジョ
	津浪の危険はなくなりました。
	
	
	

	
	津

波

警

報
	ツナミ
	ツナミが予想されます。予想される津波の高さは、高いところで約２メートルに達する見込みですから、特に津波が大きくなりやすいところでは、警戒を要します。その他のところでは、数十センチメートル程度の見込みです。
	
	(約5秒)


○      ○

     (約6秒)
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	   （2点）
	
	

	
	
	オオツナミ
	大津波が来襲します。予想される津波の高さは高いところで約３メートル以上に達する見込みですから、今までに津波の被害を受けたようなところや特に津波が大きくなりやすいところでは、厳重な警戒を要します。その他のところも１メートルぐらいに達する見込みですから警戒が必要です。
	
	(約3秒)


○      ○

    (約2秒)
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	  （連点）
	
	


　（２）防災行政無線による津波警報等の迅速、確実な伝達を期するとともに、広報車、

　　　サイレン、半鐘等の広報媒体の確保を図るものとする。
　（３）各防災関係機関は、情報伝達系統、伝達先を再確認し、常に関係団体等の協力が

　　　得られるよう連携を密にするとともに地震配備体制に基づく休日、夜間の配備を強

　　　化し、迅速な情報受伝達を可能とする組織体制を確立するものとする。

　（４）地震津波情報等伝達要領

　　　　地震が発生し、優先電話が途絶又はその使用が著しく困難な場合においては、別　　　　途伝達系統に基づき、速やかに地震津波等を伝達するものとする。

　　　ア　海面監視及び報道の聴取

　　　　　地震を感知したとき、又は津波警報等の情報を入手したときは、直ちに海面状　　　　　態を監視するとともに、当該地震又は津波に関するラジオ、テレビ報道の聴取に　　　　　努めるものとする。

　　　　　なお、海面状態の監視は、消防職員及び漁業関係者が行うものとするが、津波

　　　　警報発令時は、危険を伴う場合が多いので、実情に応じて、危険回避を優先し

　　　　て、臨機応変に実施するものとする。

      イ　内部連絡体制等の整備

　　　　①　受信機材（ラジオ等）を整備する。

　　　　②　防災担当部課・広報担当部課及び消防関係機関との間の連絡窓口の設定並び

　　　　　に連絡員を指定する。

　第３節　津波災害応急対策計画
　津波予報が発表され、又は津波発生のおそれがある場合の警戒並びに津波が発生した場合の応急対策についての計画は、次のとおりである。

１．町としての応急対策の実施

　（１）津波情報の収集

　（２）津波の警戒

　（３）住民の避難指示

　（４）避難の援助、誘導

　（５）被災者の救出、救助

　（６）避難所の開設

　（６）檜山振興局及び沿岸市町村との連絡調整

　（７）その他の災害応急対策

２．津波の警戒

　　町及び関係機関は、函館地方気象台の発表する津波予報による他、強い地震（震度４

　程度以上）を感じたとき、又は異常な水象を知ったときは、津波来襲に対する警戒体制　をとる。

　（１）消防機関の協力を得て、沿岸住民に対し海浜からの退避、テレビ、ラジオの聴取

　　　等警戒体制をとるよう周知するとともに、水門等の開閉、潮位の監視等警戒にあた

　　　る。

　（２）港湾、漁港等の警戒にあたるとともに、潮位の変化等津波情報の収集、伝達を行

　　　う。

　（３）沿岸を管轄する警察署長は、沿岸の警戒警備にあたる。

　（４）函館海上保安部は、緊急通信等により、船舶に対し津波予報を伝達するとともに、
　　　巡視船艇により付近の在港船舶及び沿岸部の船舶に対し、沖合い等安全な海域への
　　　避難、ラジオ、無線の聴取等警戒体制をとるよう周知する。

３．避難

　　避難の指示については、第２編第３章第４節の避難対策計画に定めるところによるも　のとするが、特に、大津波警報が発表され、報道機関から放送されたとき、又は放送ル　ート以外の所定のルートによる伝達されたときには、町長は直ちに住民等に対し避難指　示を発令する。

４．海上交通安全の確保

　　第一管区海上保安本部は、漂流物その他の航路障害物が生じた場合、これらの除去、

　流出事故等応急措置をとるとともに、必要に応じ入港を制限し、又は港内に停泊中の船　舶に対して移動を命ずる等の規制を行う。

 　第４節　避難対策計画
　津波災害時において、住民の生命及び身体の安全、保護を図るために実施する避難措置

に関する計画は、次のとおりである。

１．避難の勧告、指示(緊急)等

　　津波災害による避難については、事前避難と異なり緊急を要するため、近海で地震が　発生した場合、住民は自己の判断で直ちに避難することは別にして、町は津波警報等発　表以前であっても海面状態を監視し、異常を発見した場合は、町長は住民等に海浜から　退避するよう周知するものとする。

　　また、報道機関等から津波警報を受信した場合は、町長は直ちに沿岸地域住民等に対

　し、避難の指示を行うとともに、その周知徹底を図るため広報する等必要な措置をとる　ものとし、沿岸地域住民等は、避難の指示があった場合、また住民自ら避難する場合は、　最も直近の高台に避難するものとする。

２．津波により住居を失った者への対応は、第２編第３章第４節避難対策計画を準用する。
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